
財産目録・貸借対照表制度の

生成経過とその問題点

久　野　秀　男

　　　　　　　目　　　次

1．まえがき

Z　この研究課題に対処する基本的な姿勢

3．原始商法の会計制度的意義

4．　「動産不動産ノ総目録」及び「貸方借方ノ

　　対照表」の規定

5．原始商法における「貸方」・’「借方」の原義

β．　「動産不動産ノ総目録」及び「貸方借方ノ

　　対照表」の解釈

7．原始商法における時価評価規定とその影響

8．原始商法・「貸借対照表」に関する学説の

　　批判

9．公表貸借対照表の表示様式の混乱

10．原始商法と改正商法との断層

11．銀行財産目録制度の沿革

12．要約と結論

1．ま　え　が　き

　この論文は，日本会計研究学会・第23回大

会（昭和39年5月）における筆者の研究報告の

課題を中心とし，さらに実証的史料を補足・

整理して筆者の見解乃至主張をいっそう敷術

し徹底させようとこころみたものである。ま

た，研究発表直後2，3の研究家からとくに照

会・質疑をうけた事項があるので，かたがた

この論文によって研究発表者としての筆者の

’責任の一端を果たしたいと思っている。学会

における発表および討論には時間的な制約が

あるので十分に論旨を展開できなかった点が

あり，あるいは，筆者の主意に反してプロセ

スの解明を部分的に省略して結論をいそいだ

個所もあった。この論文では，紙幅の許す限
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りは十分にこれらの点を配慮して意を尽した

いと思う。討論における東大の江村稔氏から

の御質問とくに破産法との関連問題の御指摘

は，筆者の研究にとっては示唆する所が甚だ

大きく，顧みて感謝の念に耐えない。現下の

研究の段階では，いたずらに結論をいそぐわ

けにはまいらないので，いずれ他日を期した

いと思う。また，長い年月に亘t）て本邦簿記

史に関する実証的な研究成果を公表され，ま

た，本論文の課題につき格別の興味をもって

いただいた西川孝治郎氏に対して感謝申し上

げたい。さらに，本邦会計制度史の研究，と

くに，銀行会計制度に関する周到・精緻な研

究業績を「日本・銀行簿記精説」（1957年）と

して発表され，また，本論文で取り扱ってい

る財産目録制度に関しても，「簿記精説」（第

8章）で，他書の追随を許さぬ独自の見解を

明らかにされ，かつ，詳細な解説を発表され

ている恩師，一橋大学教授片野一郎博士の日

頃の御教導に感謝申し上げたい。博士の研究

成果並びに御指導がなかったとしたら，この

研究領域に手を染める機会がなく，またその

意欲もおこらなかったにちがいない。

　最後に，この研究を通じて，すでに故人と

なられた有名無名の多くの簿記学者・商法学

者の業績によって教えられる点が多々あった

ことを，この際とくに明記したい。これらの

研究者の業績を世間に公表することは，後進

研究家の責務であるとも考えて，この論文で

は，とくに紙幅の許す限り配慮したつもりで
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ある。

　従前からも，本論文で取り上げている研究

課題については，雑誌「バンキング」「ビジ

ネス・レビュー」等の商業誌あるいは大学研

究機関誌において，断片的に発表したことが

あるが，これらは，いずれも部分的かつ中間

的な研究報告であることをとくに指摘してお

きたい。この論文では，さらに，これらを集

成し補足して体系化し，筆者の主意をさらに

いっそう徹底させようと思う。諸賢の御批判

を得たい。（1964．6．30）

2．この研究課題に対処する

　基本的な姿勢

　筆者は，この研究課題に対処して，次掲の

ような研究上の基本的な姿勢を堅持している

ことを，とくに，あらかじめ明らかにしてお

きたいと思う。

（d）現今直面している会計制度上の諸問題の

　うちには，わが国の会計制度の発展史的考

　察を通じてみると，その基本的（あるいは理

　念的）な課題が未解決のままに，そしてそ

　の結果当然の事ながら，その会計技術上の

　対応策が弥縫的なままで，今日に持ち越さ

　れているものが思いのほか多い。この種の

　問題は，現状分析的な考察だけではなく，

　これと併行して，あるいはむしろ，現状分

　析的な考察に先行して，その発生史的乃至

　発展史的な考察を行ない，この両者の統合

　によってはじめて，問題の所在およびその

　本質の理解，並びに会計技術の開発が可能

　になるものであると考える。この論文で取

　り上げている，わが国における財産目録制

　度の解明は，まさに，このような研究のア

　プローチを必要とする会計制度的な課題で

　ある。

回　個々の会計制度的事実乃至事件につい

　て，史実にもとつく詳細な考証を行なうこ

　とは，制度史的な研究にとっては，最も基

　礎的な第1次的作業である。しかし，個々
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　の事象を通じ，また，これらを組み上げて

　制度の生成とその発展の方向をみきわめな

　いならば，この種の作業の結果は，単なる

　散乱した知識の推積にすぎぬものとなる危

　険がある。

（2X）前とは逆に，個々の事象の追求および制

　度の展開過程の分析を，一足とびにとび越

　えて，極めて観念的に現象を捉え，事物の

　結果だけをみて議論を進めることは，いう

　までもないことながら，すでにそのプロセ

　スの分析が十分にできているよう場合を除

　いて，常に正当であるとはいえない。また

　制度の発展過程に関し，あらかじめ観念的

　乃至思想的に設定された段階乃至帰結ある

　いは，歴史法則のようなものを予定して，

　個々の事象に立ちむかい，あるいは個々の

　事実を定則的に解釈することは，必ずしも

　常に妥当であるとはいえない。歴史法則

　は，認められるとするならば，極めて長期

　的視野による観察の結果帰納されるもの

　である。ここで取り上げている明治6年

　（1873年）末頃から同30年代頃までの事情の

　制度史的分析を中心とする研究のような揚

　合では，よしんば長期的には直線的もしく

　は傾向的な発展にみえても，実際には，その

　プロセスに紆余があり曲折もあるので，い

　わゆる森を拓くのに斧をもってし，楊枝を

　削るのに小刀を用いる筆法をもってするな

　らば，むしろ主として，後者の方法をとり

　たい。現今の会計の研究領域においても，

　結果だけを捉えた議論や，あるいは既成観

　念に捉われた極めて定則的・観念的な解釈

　を行なっている事例が，必ずしも砂なくは

　ないように思われる。なおこの論文は，従

　前の研究の方法乃至主張・解釈等の批判を

　主たる目的としたものではないから，この

　問題領域に直接関係のあるものについての

　み，以下の関係個所において若干の批判・

　論評を加えるにとどめたい。
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3．原始商法の会計制度的意義

った。参考のため複式簿記法の採用に関する

「伺書」および「公達文」を示す。

　明治6年（1873年）頃から明治23年（1890年）

頃までの時期は，企業・非企業（例えば官省・

国有鉄道）をふくめて，ひろく会計制度の草創

時代であったとみることができる。2，3の事

例をあげれば，明治5年（1872年）11月15日，

国立銀行条例および国立銀行成規の制定があ

り，明治6年以降，第一国立銀行を皮切りと

して各地にわが国で最初の完備した株式会社
　　　　ナソバ　・バンク
としての国立銀行が発足しており，その経理

は，主として英国銀行の会計制度を模して次

第に整備されていくことになった。また，ほ

ぼ同じ時期には，陸運元会社（明治5年6月設

立），抄紙会社「（明治6年2月設立），丸屋商社

（明治5年改組），三菱汽船会社（明治8年5月設

立）等の新興の近代的企業が発足し，複式簿

記法を基盤とするその経理の近代化が推進さ

れることになった。他方，政府並びに民間の

先覚者達は，いち早く洋式の簿記法（複式簿

詑法）の移入・紹介に努力し，その普及のた

め尽力するところがあったが，なかんつく政

府の直接的な監督下にあった国立銀行並びに

府県および政府の各官省の経理は，いずれも

この時期には，複式簿記法を採用してその近

代化が促進されることになった。官省・府県

の場合では，明治8年（1875年）末以降の大蔵

省におけるテスト・ケースを経て，明治11年

（1878年）9月30日，太政官第42号達をもって，

各省・院・使および府県に，複式簿記法採用

の儀が公達されることになった。さらに大蔵

省は，この公達をうけて，「計算簿記条例」

を通達したので，各官省および府県では，こ

れにより記帳組織の改訂をはかることになっ

た。これにより，複式簿記法による統一的な

官庁会計（金銭会計）制度が確立されたこと，

および，官省・府県では，アラビア数字横罫

洋式帳簿の採用にふみ切ることになったこと

は，会計制度史上とくに注目すべき事柄であ

　　　　複記帳簿法ノ儀二付伺

複記帳簿ノ儀二付テハ去ル8年12月中縷々陳

稟ノ上先ッ当省二於テ施行仕爾来2箇年余＝

渉リ候処其式明確精良ニシテ実二会計上最モ

要用ノ方法二有之就テハー般各庁へ播及推拡

候ババ計算ノ次叙更ニー層ノ詳za　＝帰シ可申

乍去多少習熟不致候テハ是又実施難致儀二付

此際遍ク改正ヲ期シ来ル12年7月ヨリ実地施

用ノ儀公達相成度奉存候尤既二習熟ノ向ハ現

今コリ右二葱拠シ調成ノ積ヲ以テ御達案並日

記以下補助簿マテ摸本．相添此段相伺候也

　　　　　　　　　　大蔵卿　大隈重信

　太政大臣　三条実美殿

（明治財政史第4巻・851頁以下）
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右の稟議を採用し，太政官が各官省・府県に

対して行なった令達は，次掲のとおりである。

　明治11年9月30日太政官第42号達

　　　　　　　　　　　官省院使　府県

金銭出納簿記ノ儀明治12年7月ヨリ複記法二

改正可致尤既二複記法習熟ノ向ハ即今ヨリ改

正不苦候条改正ノ上ハ大蔵省へ可申出此旨相

達候事

　但簿記条例及摸本等ハ大蔵省ヨリ可相達候

　事

（明治20年6月刊・宮武南海編「会計法令」）

　なお，官庁会計制度の詳細については拙著

「官庁簿記制度論」（第1編・税務経理協会　昭

和33年刊）を参照されたい。

　また，明治5年（1872年）8月「学制」の公布

にょって発足した近代的教育制度は，明治6

年4月文部省布達第57号によってさらに推進

されたが，これによって商業教育の端緒が開

かれ，商業学予科および本科では，「記簿法」

が教課科目とされることになった。爾後日を

追って簿記法の教育も進むようになっていっ

た。詳細については，拙稿「本邦簿記制度史

論」　（明治前期編その3・国学院政経済論叢第9
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巻20号）を参照されたい。

　さらに，図師民嘉等の努力によって鉄道会

計制度の整備が行なわれたのも，同様にこの

時代のことであった。

　明治22年（1889年），この年のそしてこの時

代を象徴する最も大きな出来事は，いうまで

もなく，同年2月11日「大日本帝国憲法」の

発布である。この同じ年同じ月に，「会計法」

の制定があり，明治8年以降，複式簿記法の

援用により近代化してきた各官省および府県

の会計制度は，ここに全面的に改訂され，現

今の官庁会計制度の原型が形成されることに

なった。そして，大陸法（フラソコ・ジャーマ

ソ法）の直接的な影響の下に，わが国で最初

の商法（以下「原始商法」と称する）の制定をみ

たのは，翌年明治23年（1890年）4月のことで

あった。

　複式簿記法を基調とするわが国会計制度の

近代化の最も強力な推進者は，明治6年以降
　　　　　　の
の国立銀行統一会計制度および明治8年末に

大蔵省にはじまり，やがて各官省・府県に普

及し「予算複式制」（予算勘定を総勘定元帳制に

包摂した複式簿記法）を完成した官庁統一会計

制度であったとみることができる（注）。

　（注）　「簿記法ノ我国二行ハルル日尚浅ク随テ之

　　ヲ実施スル官省或ハ銀行会社二止マリ普通商店

　　ノ如キニ至テハ措テ問ハザルノミナラズ却テ之

　　ヲ以テ的切二非ラズト為スニ似タリ呼何ゾ事理

　　ヲ弁ゼザルノ甚タシキヤ思フテ此二至レパ実二

　　長歎息セザルヲ得ス。」（明治19年7月刊・青柳

　　源十郎著「簿記学独習」序文）

（参考）　陸運元会社（明治8年改称　内国通運会

社）の「実際年報表」（貸侮対照表）の事例・

　原始商法の制定時以前のわが国の会計制度

は，英米両国の会計制度の圧倒的な影響下に

あったといえる。このことは会計制度史の研

究の上ではとくに注意すべき事柄である。

　まず，明治6年（1873年）に刊行された「銀

行簿記精法」および「帳合之法」をみるのに

周知のことながら，前者は英国銀行家アラ

ン・シャンドの講述を粉本としたもので，後

述のように英国銀行会計実務の色彩は極めて

濃厚なものであるし，また後者が，米国の連
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第拾 表

十一日
第六回即明治十一年一月一日よ
@　　まで一年間実際年報表

り同年十二月三

摘要 借　　　　方 貸　　　　方

資　本 一。五三謁。。。1 1

新資本 ・二・一・…i 1

準圃 ・九二d・・d ｝
身　元 一五六五…1 I

l護送人
g　元

二九七五〇〇d
ト

貸　付 1 三二〇一六四五五

懸向払 1 一七九二三三五
出　店

ｳ　金 1
［ 六八七二三i二三二

創業費 l
l
｛一六七二・五三六

家屋｝ l
I
1 五一四三・i九四九

什劉 1 1 八七九六ト三八
荷作品i t 三一V…
補助金 ニーひ四畷 1
別　段
ﾏ　立

五一六七〇四i
I駅副 六九姻四八四1 1

［
釜讐1

一一ｵ囮…

割賦額
　　　　　　　　1三〇九六〇八七〇

i

金銀1 1 二九七〇六六五

総　計 一九七三五五五一〇一九七三五五五一〇

この貸借対照表が，表面上の形式としては英国

式の様式を採用している点を注目されたい。日

本通運会杜の綜合研究所は，明治7年度より明

治20年度までの株主考課状を保存している。

鎖学校の簿記のテキストBryant＆Sttra－

ton’s　Co皿mon　School　Bookkeeping，1871

の翻訳であることはあまりにも有名である。

この両書を皮切りとして爾後数多くの簿記書

が刊行されており，訳業だけをみてもその原

典は英米露仏独の各国のものにおよんではい
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るが，量質ともに大きな影響力をもったもの

は，英書および米書であった。とくに著名な

ものの原典を若干例示しておこう。

・Bryant，　Sttraton　and　Packard，‘Bryant

　＆Sttraton’s　Common　School　Bookkee・

　ping，（1871）

・C．C．　Marsh，‘Course　of　Practical　in

　Single　Entry　Book琴eeping’（1871）

・一ク‘she　Science　of　Double　Entry

　Bookkeeping’（1871）

・Bryallt　and　Sttraton’s　Counting－House

　Bookkeeping（1863）

・E．G．　Folsom，‘Log1c　of　Accounting’

　（1873）

・W．Inglis，‘Bookkeeping　by　Single　and

　Double　EIltry’（1872）

・C．Hutton，‘Complete　Treatise　oll　Prac－

　tical　Arithmetic　and　Bookkeeping’

　つぎに，初期の国立銀行の経理について，

英国銀行の影響とみられる主要な点を参考の

ため若干掲げてみよう。

｛a）現金式仕訳帳制（cash　journal　syste皿）

　銀行経理においては，明治初年国立銀行当

　時から，伝統的に，いわゆる「現金式仕訳

　帳」を採用してきている。そしてこの種の

　帳簿に「目記帳」という伝統的名称を付し

　てきた。簿記史家西川孝治郎氏は，この帳

　簿が‘day－book’に由来することをJ。　W．

　Gilbart，‘A　Practical　Treatises　on　Bank－

　ing’（1865）によって実証しようとされて

　いる。銀行「日記帳」が英国銀行の帳簿に

　由来することは，私見によってもまちがい

　ないところであると考える。例えば，

　Gilbartの別の書物‘The　History，　Princi－

　ple　and　Practice　of　Banking’（E．　Sykes

　補訂1916）をみても，cash　journal（現金式

　仕訳帳）が英国系銀行（必ずしも全部ではない

　が）で伝統的に用いられてきたものである

　ことがわかる。現在も英国系銀行が，この

　種の仕訳帳によっているという事実は，例
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　えばPickles，‘Accountancy’のような英

　書をみてもわかる。会計上のテクニカルな

　課題，例えば，現金式仕訳帳の金額欄を，

　「現金」・「振替」・「合計」の三欄に区別する

　ことと関連し，日英両国の銀行におけるそ

　の沿革等については，本論文の性質上これ

　を省略する。詳細については，拙稿「銀行

　日記帳制の系譜」（バソキソグ誌179号）を参

　照されたい。

（ロ）銀行損益計算書の構造

　英国系銀行のv・わゆる‘Profit　and　Loss

　Account’（損益勘定書）なるものは，伝統的

　に，つぎの2種のものを区別しており，そ

　の内容からみれば，用語法の正確な意味合

　いにおいては，いわゆる「損益計算書」で

　はない6

　（a）公表損益計算書published　profit

　　and　loss　accoullt

　（b）　明細損益計算書detailed　profit　and

　　IOSS　aCCOUnt

　上に掲示した（a）は，その内容からみれば

　「利益剰余金処分の計算書」であり，（b）は

　その内容からみれば「損益・利益剰余金お

　よび処分結合計算書」である。英国銀行の

　この特異な構成をもったいわゆる「損益計

　算書」は，わが国の初期の国立銀行の報告

　書にそのままそっくり反映しており，さら

　には，結合計算書から処分領域が分離され

　た後にも，「前期繰越利益金」および「積

　立金戻入」が損益計算書の収益の部にその

　まま残置された形で「当期純利益」が測定

　されるという変則的な取扱いになった結

　果，爾後の銀行損益計算書の構成に問題を
　　　　　　ゆ
　のこした。つぎに先掲計算書の構造を図示

　して参考に供する。（次頁表参照）

　　日英の「損益計算書」　（結合計算書）をみ

　るのに，「前期繰越利益」の取扱いに相異

　がみられる。日本の場合であると「当期純

　利益」とあるものが，実質的には，「当期

　処分可能利益」となっているのである。な
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芙国系銀行・明細損益計箕書の構造 第軍国立銀行・損益計算表（明治9年上半季）

損 費

（当期純利益）

処 分

一　D期繰越莉益

収 益

（当期純利益）

※前期繰越利益

国立銀行・損益計算書の構造

　損益勘定

前半季繰越

蓋半鞠・・，62・，224

入之部

1，603，004i諸

総計　　22，230，228

収　　　　　益
※（前期繰越利益等をふくむ）

（当期純利益）

　損益勘定　出之部

賞撃塁・，26・，…

別段積立金　　1，996，000

当季割賦金　16，250，000

後半季繰込　1，723，228

　　総計　　　　22，230，228

損 費

（当期純利益）

処 分

次期繰越利益

Mercantile　Bank・Published　Profit　and

　　　Loss　Account，（1958年度）

お参考のために，片野一郎博士著「日本・

銀行簿記精説」第1編に掲示されている第

五国立銀行の「損益計算表」を明治8年下

半季と明治9年上半季について示す。前者

が英国銀行の「明細損益計算書」に相当す

るものであり，後者が「公表損益計算書」

に相当するものであることはいうまでもな

第五国立銀行・損益計算表（明治8年下半季）

従業員年金
　　　　　　　13，000繰　　　入

別途積立金
　　　　　　　100，000繰　　　入

配　当　金
中間…105，656
最終…105，656211，312

次期繰越利益　231，407

　　　　　　　555，719

いo

　　利益之部
　　　　　　　円
』貸付金利足　28，635，692

諸公債証書
　　　　　13，819，000．利足

損失

払
料
歩
費
繕
費
与
計
・
金
　
金
季
金
込

足
数
無
攣
翻
内
響
鷲

利
手
交
月
営
小
諸
　
右
純
　
別
当
割
後

の部
　　円
12，868，009

　　16，000

　121，730

7，160，913

15，153，269

2，905，085

1，760，000

39，985，003

前期繰越利益　231，452

当期利益金　324，267

／

公債証書売
買益

交換打歩
膵　　　舗

請　合　料

．手　数　料

利　　　益

揃半季繰越

126，000

　　61，500

1，226，611

　368，500

　831，322

14，500，000

1，641，382

総計　　61，210，007

21，225，004

訳

2，122，000

17，500，000

1，603，004

61，210，007

（注）　原典は縦書。漢数字である。なお，割賦

　金とあるのは，配当金の意味である。

555，719

　これらの諸問題につきその詳細は，拙稿

の「英国銀行Profit　and　Loss　Account

損益勘定書の構造とわが国銀行損益計算書

への影響」（パソキソグ誌第185号）を参照さ

れたい。

　さらにまた，わが国の簿記術語としての

「借方」および「貸方」についてみるのに，

これらが英語系用語の直訳体であることは周

知のところである。原始商法の貸方および借

方の用語法，ひいては，「貸方借方ノ対照表」

の本質的な課題とも関連があるので，一応こ

こでは簿記用語としての「借方」・「貸方」に

つき若干検討を加えることにしよう。元来，

中世期以来のイタリア簿記法の伝統に従えば

借貸の区別は，前置詞のPer，　A，あるいは

助動詞・動詞のdebet　dare，　habere（shall

give，　shall　have）にょってv・る。従って，大

陸諸国においては，「与ウベシ」（債権の発生に

つき「○○はxx円を吾れに与うべし」）・「得べ
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シ」（債務の発生につき「○○は××円を吾より

得ぺし」）の語系によっていることがわかる。

すなわち，次ぎのとおりである。

〈ラテン語）　Debet　dare〃Debet　habere

〈独

仏
伊

く
1
＼

語）

古v・形…Soll　geben〃Soll　haben

現在…Soll〃Haben

語）　Doit〃Avoir

語）　Dare〃Avere

　英国においても，16世紀の前半頃までは，

この種の表現を直訳して，‘ought　to　give’

（or，　shall　g量ve），‘ought　to　have’（or，　shall

have）を採用しているが，例えば，1588年の

Jhon　Mellis簿記書にみるように，やがてこ

れを意訳した形の‘is　debtor　to…’，‘is　cre－

ditor　to…’と併用し，つv・に，　debtor（借主）

cred三tor（貸主）あるいはdebit，　creditを用

ヤ・るようになって今日に至ったものである。

　明治6年出版のわが国最初の簿記書である

r銀行簿記精法」では，英語の直訳により

「借方」・「貸方」を採用しており，また「帳

合之法」では「借」・「貸」と直訳した。「帳

合之法」の訳者である福沢諭吉は，その主旨

をつぎのようにのべている。

　「西洋流ノ帳合ニハ取引ノ先ノ人ノ名前ヲ

　記シ其処ノ借貸ノ差引ハ当人ノ身二引受タ

　ル有様ヲ記シタルモノユへ日本流ノ帳合二

　慣レタル人ノ目ニハー寸紛ラハシク見ユル

　事モアラン本文山城屋ノ勘定書ニテモ上ノ

　段二借ト記シ下ノ段二貸ト記シタルハ山城

　屋ノ借貸ニシテ此帳面ノ主人ノタメニハ上

（商法第281条・計算書類）

・一財産目録1

2．貸借対照表←
3．営業報告書←

段ハ貸ニシテ下段ハ借ナリ日本人二分リ易

クスルタメニハ或ハコレヲ出ト入トニ書替

へ借ノ処二出ト記シ貸ノ処二入ト記シナバ

我家ヨリ金ガ出，我家二金ガ入タリト云フ

考ニテ初学ノ者二便利ナラント思ヒ記者ニ

モ夫等ノ頓智ハナキニ非サレトモ顧テ又考

ヘレハ方今世ノ中二外国ノ交易次第二行ハ

レ外国人トノ取引追々繁クナルニ従ヒ帳合

モ彼ノ国ノ風ニー様ナラスシテハ必ス大ナ

ル不便アル可シトノ見込ニテワサト原書ノ

ママ直訳シテ借ノ処二借ト記シ，貸ノ処二

貸ト記シタルナリ」）「帳合之法」初編9丁・

10丁）

　周知のように，英米の会計制度においては，

決算期末に「決算棚卸表」を作成することは

いうまでもないけれども，報告の領域で，総

財産（資産及び負債）の網羅的な目録を実地調

査にもとついて作成するという慣行がなく，

またその調製を命ずる法律もない。これに反

し，独・仏・伊等の大陸諸国におV・ては，1673

年の「仏国商業条例」（Ordonance　dO　Louis

XIV　sur　le　Com皿erce，　Ordonance　Com－

merce，　l　or，　Savary　Code）以来，各国の商

法は，r財産目録」（inventar，　inventaire，

inventario）の調製を義務づけており，また，

会計慣行としても伝統的に遵守されてきた。

会計のveri丘cation（検証）すなわち会計にお

ける「真実性」の保証手段としては，この財

産目録が慣行的・法制的に極めて重要視され

てきたのである。英国における会計の伝統と

（英国会社法・報告書類）

→1．取締役報告書

→2．貸借対照表
＿→3．損益計算書

4．損益計算書←一「「「一一

跨離鶉難課息←
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しては，会計検証の手段として，第三者によ

る「監査」（audit）が制度化されてきたのと，

極めて対照的である。この事実は，大陸商法

の伝統を継続したわが商法における・株式会社

・「計算書類」と英国会社法の株式会社・「報

告書類」とを対比してみると，極めて明確に

示されるのである。（前頁下段を参照）

　英米においては，既述したように，財産の

網羅的な総目録を決算時点において作成する

ことはないが，部分的な財産目録としての

「決算棚卸表」を作成する。これは，決算予

備手続の一部として行なわれるもので，次掲

の内容をもったものである。ここに掲示した

順序は，その発展史的な序列であると考えて

よい。

（a）在庫商品の実地棚卸（stock　taking）によ

　る「商品残品目録」（商品棚卸表）

（ロ）商品のほか，家屋・造作・土蔵・道具等

　の「棚卸」を行なう場合。この際の棚卸額

　と元価（原価額）の差額は，使用にもとつく

　「減亡」として損失の処理を行なう。極め

　て原初的な減価償却の一形態をみることが

　できる。

（べ　「決算棚卸表」の内容が，決算整理資料

　として完備している場合。この内容をもっ

　たものを，asset－inventory（debit　inven－

　tory，　or，　positive　inventory），　liability－

　inventory　（credit　inventory，　or，　negative

　inventory）と称する場合がある。

　明治初期の簿記書にも，㈲の内容を完備し

た決算棚卸表（「店卸目録」）の作成を説明した

事例・（右欄上段のもの）がある。

　このほかにも，明治22年（1889年）6月刊行

の勝村栄之助著「商用簿記学原論」では，棚

卸表の内容は，商品・家屋・器具等のほかに

前払賃金・未払賃金・受払未済利息等のいわ

ゆる「未精算勘定」が列挙されている。

　以上のべたような事情のもとに，明治23年

（1890年）4月，大陸商法の直接的な影響の下

　　　　　　店　卸　目　録

商品，地所及ヒ家屋等ノ如キ売買品ハ，都テ店

卸目録ヲ要スルモノナリ。何トナレハ是等ノ物

品ハ勤労価値（久野注・名目勘定の要素）ト実

在価値（久野注・実体勘定の要素）トヲ混合ス

レハちリ。又雑費，利息等ノ如キ勘定モ店卸目

録ヲ要スルモノナリ。何トナレハ是等モ亦実在

価値ト勤労価値ヲ混合スル事アレハナリ。
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明治14年9月刊・図師民嘉「簿記法原理」但し，

本書は，F．　G．　Folsomの前掲書の訳述書である。

に，わが国で最初の商法が制定され，ここに

その「財産目録制度」が導入されることにな

った。かくして，計算記録の領域で調製され

ていた「決算棚卸表」という形の部分的な財

産目録とは別に，報告の領域における「財産

目録」の調製・公告が義務づけられることに

なったのである。本邦会計制度の発展史上ま

ことに画期的なことであり，そのひとつの大

きな転期をなすものであった。

4．「動産不動産ノ総目録」及び

　　「貸方借方ノ対照表」の規定

　明治14年（1881年），政府は，御雇外国人H．

R6slerロェスレルを政府の顧問として招聰・

し，同年4月より商法草案の起草を命じ，他

方また，明治15年（1882年）4月23日，太政官

に商法編纂局を設置し，ロエスレル・商法草

案の審議にあたらせることになった。商法草

案（Hermann　R6seler，　Entwurf　eines　Han－

dels・Gesezbuches　fttr　Japal1）は，明治17年

（1884年）1，月に脱稿し，海商・手形・破算を

ふくむ法体系として完成した。訳書は，上巻

951頁，下巻1，061頁に及ぶ浩溝な「ロエスレ

ル氏・商法草案」として司法省から刊行され

た。商法編纂局は，草案の進行途上に逐次こ

れを審議していた関係上，明治15年には，総

則会社編，為替手形条例が成案となった。政

府は，「為替手形約束手形条例」を同年に太

政官布告第57号として施行した。ついで，明
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治23年（1890年）4月26目に，「商法」（原始商

法）が制定・公布された。同法の実施予定日

は明治24年（1891年）1月となってV・たのであ

るが，民法の実施遅延のため延引され，明治

26年（1893年）7月に「商業帳簿」「商業登記」

「商事会社」「手形」及び「破産」の各編の実

施（商法の一部実施）をみた。しかるに他方，

この年には，すでに法典調査会による商法修

正草案の検討がはじめられており，明治32年

（1899年）3月には，破産編以外の原始商法を

全面的に修正した改正商法（明治32年3月9目

法48号）の制定をみた。現行商法の母法とな

ったものは，この明治32年改正商法である。

原始商法はその構成及び内容において仏法の

大きな影響をみることができるのであるが，

改正商法にはむしろ独法の影響が大きい。本

論文で取上げている課題についてみるのに，

後述（第10項）するように，この両商法の間に

は，大きな断層がみられる。原始商法と改正

商法とでは，とくにその「貸借対照表」及び

「計算書」（「損益計算書」）の解釈には，後述す

るような理由にもとついて，まったく質を異

にするものがあると思われる。この点の追求

が本論文における主要な課題のひとつとなっ

ており，筆者がこの際明確に指摘しておきた

いと考えている論点である。

（補注1）　商法典の生成の経緯については，志田

　釧1太郎稿「日本商法典の編纂とその改正」を参

　照。　（高柳賢三編「明治文化論集」昭和28年5

　月刊に収録）

（補注2）

　明治23年4月原始商法の制定，明治32年3月改
　　正商法

　（改正）　明治44法73，大正11年法71，昭和7年

　　　　法20，昭和8年法57，昭和12年法79，

　　　　昭和12年法79，昭和13年法72，昭和22
　　　　年法61・法100・法223，昭和23年法148，

　　　　昭和24年法137，昭和25年法167・法290，

　　　　昭和26年法213，昭和27年法268，昭和

　　　　30年法28，昭和33年法62・法106，昭

　　　　・和37年法82

　次ぎに，同草案第33条及び原始商法第32条・

第200条・第218条を掲示する。
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各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎翌年3ヵ月以内二

動産不動産ノ総目録丼二貸方借方ノ比較表ヲ製

シ両ナカラ別冊ノ帳簿二記入シテ署名スヘシ

財産目録及ヒ比較表ヲ製スル時ハ総テノ商品及

要求権利＃二其他総テノ財産物件二当時ノ相場

又ハ時価ヲ附スヘシ弁償ヲ得ル事ノ燧カナラサ

ル要求権利二在テハ其推知シ得ヘキ損失額ヲ控

除シテ之ヲ記シ又到底損失二帰スヘキ要求権利

ハ全ク記スヘカラス（商法草案第33条）

各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎年初ノ3ケ月内二

又合資会杜及ヒ株式会杜ハ開業ノ時及ヒ毎事業

年度ノ終＝於テ動産不動産ノ総目録及ヒ貸方借

方ノ対照表ヲ作リ特二設ケタル帳簿二記入シテ

署名スル責アリ

財産目録及ヒ貸借対照表ヲ作ルニハ総テノ商品

債権及ヒ其ノ他総テノ財産二当時ノ相場又ハ市

場価直ヲ附ス弁償ヲ得ルコトノ確ナラサル債権

二付テハ其推知シ得ヘキ損失額ヲ控除シテ之ヲ

記載シ又到底損失二帰ス可キ債権ハ全ク之ヲ記

載セス（商法第32条）

通常総会ハ毎年少ナクトモ1回定款二定メタル

時二於テ之ヲ開キ其総会a於テハ前事業年度ノ

計算書，財産目録，貸借対照表，事業報告書，

利息又ハ配当金ノ分配案ヲ株主二示シテ其決議

ヲ為ス（商法第200条）　一

会社ハ毎年少ナクトモ1回計算ヲ閉鎖シ計算

書，財産目録，貸借対照表，事業報告書，利息

又ハ配当金ノ分配案ヲ作リ監査役ノ検査ヲ受ケ

総会ノ認定ヲ得タル後其財産目録及ヒ貸借対照

表ヲ公告ス其公告ニハ取締役及ヒ監査役ノ氏名

ヲ載スルコトヲ要ス（商法第218条）

　また，以下め所説とくに第10項とも直接関

係があることでもあり，わが商法の条文と比

較検討する上にも便利であるから，ここで，

仏国の原始商法（1673年）及び1861年及び1897

年の独乙商法の「財産目録」・「貸借対照表」

の関係条文につき原文と訳文とを掲示してお

く。

　仏国原始商法，（Ordonance　de　Commerce，

1673年）

　Seront　aussi　tenus　tous　les　Marchants　de

faire　meme　delai　de　six　mois，　inventaire
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sous　leur　seing，　de　tous　effets　mobiliers

et　immobiliers　et　de　leurs　dettes　actives

et　passives；　lequel　sera　r6collξ…et　reno・

uvell6　de　deux　ans　en　deux　ans

　「スベテノ商人ハ6ヵ月以内二，スベテノ

動産不動産及ビ債権・債務ニツキ自署セル財

産目録ヲ作成スベシ。尚2年目毎二再調製ス

ベシ」

　（独，1日商法，1861年）

　Jeder　Kauf皿ann　hat　bei　Beginn　seines

Gewerbes　seine　Grundstifcke，　seine　Ford・

erungen　und　Schulden　den　Betrag　seines

Geldes　und　andern　Vermogensstttche　zu

verzeichnen

　「スベテノ商人ハ開業ノ時，不動産，債権，

債務，現金在高並ビニソノ他ノ種類ノ財産ヲ

詳細二財産目録二記載スベシ」

　（独，改正商法，1897年）

　Jeder　Kaufmann　hat　bei　dem　Beginne

seines　Handelsgewerbes　seille　Grundstti－

cke，　seines　Forderungen　und　Schulden，

dell　Betrag　seines　baren　Geldes　und　seine

sonstigen　Verm6gensgegenstande　anzuge－

ben　und　einen　das　Verhaltn量s　des　Vesmo・

gens　und　der　Schulden　darstellenden

Abschluss　zu　machen

　Er　hat　demnachst　ftir　den　Schluss　e三nes

jeden　Geschaftsjahrs　ein　solches　Inventar

und　eine　solche　Bilanz　aufzustellen

　「商人ハ開業ノ時，不動産，債権及び債務，

現金ノ在高及ビ其ノ他ノ財産ノ目的物ヲ詳細

二記載シ，之トトモニ其ノ財産二各別二価額

ヲ付シ，カツ財産及ビ債権ノ関係ヲ明ラカニ

スル決算書ヲ作成スルコトヲ要ス。次デ毎営

業年度ノ末二於テ財産目録及ビ貸借対照表ヲ

作成スルコトヲ要ス。」

5．原始商法における「貸方」・

　「借方」の原義

複式簿記法用語の借方・貸方は，日本語の

用語法における貸借の観念になじんだ人々に

とって，必ずしも当初から容易に習熟できた

ものとは思われなかったのであるが，前述し

たように，洋式の簿記法の導入に際して，政

府及び民間の先覚者達は，あえて英語の直訳
　　　　　　　デビツト
体用語としての借方（debit，　or　debtor）及び
クレジツト

貸方（credit，　or　creditor）を採用してきた。

ところで，商法用語としての貸方・借方の原

義についてみるのに，先掲の第32条の条文自

体からでは明らかではないのであるが，商法

の破算関係の条文からみると，簿記用語とは

その意義及び範囲につきまったく無縁なもの

であることがわかる。参考のためつぎにその

関係条文を掲示する。

（第253条）

清算中二現在ノ会社財産ヲ以テ会社ノ総債権者

二完済シ能ハサルコトノ分明ナルニ至リタルト

キハ清算人ハ破産手続ノ開始ヲ為シテ其旨ヲ公

告シ且会社ノ取引先二通知ス

此ノ場合二於テ既二債権者又ハ株主＝支払ヒタ

ルモノ有ルトキハ之ヲ取戻スコトヲ得清算人カ
コ　　　■　　　　　　　■　　　■　　　■　　　■　　　■　　　．　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　ロ　　　■　　　ロ　　　の

貸方借方ノ此ノ如キ関係ナルコトヲ知リテナシ
　　　　　　　　■　　　ロ　　　コ　　　ロ　　　　

タル支払ニシテ其受取人ヨリ取戻シ得サをモノ

ニ付テハ債権者二対シテ其責任ヲ負ウ

（第1017条）
■　　　■　　　■　　　ロ　　　■　　　■　　　■　　　■　　　　　　　’　　　■　　　サ　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　

貸方ノ借方二超ユルコト判然ナルトキ又ハ協譜

契約ノ予期セラルル間ハ裁判所ハ破産主任官ノ

申立二因リ且管財人ノ意見ヲ聴キタル後管財人

ヲシテ破産者ノ営業ヲ続行セシムル決定ヲ為ス

コトヲ得

（第1019条）
　　　　　ロ　　　■　　　ロ　　　■　　　　　　　　　　　　　　　■　　　■　　　■　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　

　管財人ハ財団二属スル破産者ノ貸方ヲ取立テ

及ヒ破産者ノ権利ヲ債務者其他ノ人二対シテ主

張シ且保全スルコトヲ要ス。

（第1050条）

破産宣告ヲ受ケタル債務者力支払停止又ハ破産

宣告ノ前後ヲ問ハス履行スル意ナキ義務又ハ履

行スル能ハサルコトヲ知リタル義務ヲ負担シタ

ルトキヌハ債権者二損害ヲ被ムラシムル意思ヲ
　　ロ　　　　■　　　　ロ　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　．　　　　．　　　　ロ　　　　　　　　　の　　　　の　　　　．　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　

以テ貸方財産ノ全部若クハー分ヲ蔵匿シ若クハ
■　　　　ロ　　　　■　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　．　　　　．　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　

脱漏シ又ハ借方現額ヲ過度二掲ケ又ハ商業帳簿

ヲ殼滅シ若クハ偽造変造シタルトキハ詐欺破産

ノ刑二処ス　　　　　　　　（傍点筆者）
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　しからば，簿記用語とはまったくかかわり

のないこの種の用語法は，何に由来するもの

であろうか。筆者は，かかる用語法の先例と

して，次掲のような，仏法及び独法の「財産

目録」関係条文の訳業をあげることができる

と思う。　「貸方」を債権（すなわち当方の貸），

Ef借方」を債務（すなわち当方の借）として観念

する日本語的な発想のこの用語法が，「財産

目録」に関する大陸商法の規定に関連してい

る点を，とくに注目していただきたい。

・明治11年（1878年）5、月印行，司法省編（黒

21ilta一郎訳）「ブスケ氏講・仏国商法講義」

　　　　　　ハタラクウケ
　本書では，「貸借」という訳語を用いてい

るが，これは明らかに，仏語のactifを貸

passifを借と翻訳したものであり，さらに，

dette　actif乃至dettes　activesを貸金，　dette

passif乃至dettes　passiveを借金としている。

さらに，同書は，リーブル・アンバンテール

〈livre　inventaire，財産目録帳）の解説で，次

ぎのようにのべている。

　「動産不動産且ツ貸金借金ノ総算用毎年自

　己ノ書ニテ之ヲ作リソノ目録ヲ別段作リタ

　ル帳面に写シ留ム可シ」（35頁）

◎明治20年（1887年）8月印行，司法省編「ブ

ウーフ・仏国商法略論」

　本書では，商業帳簿の解説で，第1「日用

帳簿」（リー一ヴル・ジュ・レナー・レ）第2「書状

’写取帳」　（リFヴル・ド・コピe・ド・レストル）

第3「財産目録帳」（リーヴル・テー・アソバソ

ーテ・・ル）の3者を説明し，とくに，第1及び

第3の帳簿につき，次ぎのようにのべている。
　　　り－ブル　ジユルナ－ル

第1　日用帳簿此帳簿ハ毎日商人ノ能働

　（貸方）及ヒ所働（借方）ノ負債，其商業上ノ

　作業，手形ノ取引受諾又ハ裏書及ヒ名儀ノ

　如何ヲ問ハスー般二其受領シ及ヒ弁済スル

　ー切ノ事件ヲ記載シ並二毎月其家内ノ費用

　二用ヒタル金額ヲ記載スルモノトス
　　　リ－ブル・テ－’アンヴアンテロル

第3　目　録　帳　簿　此帳簿ハ商人毎年
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作ル所ノ財産及ヒ能働所働ノ負債ノ目録ヲ

記載スルモノナリ……（中略）……督二動産

ノ記載ノミナラス又不動産並二其能働及ヒ

所働ノ負債ヲモ記載スルニ在リ

　・「仏国商法講義」（岸本辰雄述　印行の年月

不詳）

　本書は奥付を欠いているため発刊年月が不

詳であるが，仏国商法第9条「財産目録帳」

につき，次ぎの解説を行なっている。

　「此ノ帳簿ハ動産不動産並二貸借等ヲモ詳

　記シタル目録ヲ謄記スルモノニシテ商人ノ

　毎年製ス可キ帳簿ナリ」

　・明治10年（1877年）7月印行，司法省編

（大井憲太郎訳）「仏国商工法鑑」

　本書は，「目録写留ノ簿冊」を次ぎのよう

に解説している。

　「商人ハ毎年其所有物及ヒ其貸金併二負債

　ノ目録ヲ造リ之ヲ目録写留簿冊二登記スベ

　シ」

　・明治18年（1885年）4月太政官刊長商法編

纂局訳「リウヒエール・仏国商法復説」

　本書では，破算に関連した解説中で「アク

チーフ」を資産権利・貸方と訳し，「パッシ

ーフ」を負債義務・借方と訳している。

　「決算（筆老注・破算）ハ『アクチーフ』貸方

　及ヒ『パッシーフ』借方ノ高ヲ了知シ確証

　シ其『アクチーフ』貸方を検査シ『パッシ

　ーフ』借方ヨリ超過スル事アラバ各種関係

　者ノ間二之ヲ分配スルヲ目的トスル所ノー

　事務タルナリ」

　「既二決算ヲナシ又契約者双方ノ権利ヲ定

　メタルノ後チハ分派ヲ為ス可キモノトス乃
　　　　アクチ－フ　パツン－フ
　チ若シ資産権利ノ負債義務二超過スルモノ

　アレハ之ヲ各関係者ノ金高二平分ス可キナ

　リ」

　「決算者（筆者注・破算管財入）ハ商品ヲ売リ

　会社ノ負債ヲ償還スル為二会社ノ資産権利
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二属スルモノヲ用ヰ，貸高ヲ取リ立テ，且

之力為メ緊急ナル訴訟ヲナスノ権利アリ」

　・明治19年（1886年）2月刊（山脇玄・今村研

　介訳）「独逸六法・商法」

　本書では，1861年のドイツ商法第29条（財

産目録規定）及び第31条（評価規定）の訳文が次

掲のようになっている。

　第29条　各商人ハ営業ヲ始ルノ際其所有ノ

　地所，貸方，借方及ヒ現金額其ノ他ノ財産

　ヲ詳記シ……（以下略）

　第31条　財産目録及財産比較表ヲ調製スル

　トキハ全財産及貸方ヲ其時ノ付スヘキ価額

　ヲ以テ記入スベキモノトス　不憶ナル貸方

　ハ其概算ノ価額ヲ以テ記入シ取立テ難キ貸

　方ハ之ヲ記入スヘカラス

　要之，原始商法の制定に先立って，商法編

纂局，司法省その他民間の研究者は，主とし

て仏商法を中心とした研究を継続してきた

が，その用語法としては，仏語のactif乃至

dettes　actives，　dette　actifに　「貸方」・「貸

金」・「貸高」・「能働」・「ハタラク」等の訳語

をあて，また，passif，　dettes　passives，　dette

pass玉fに「借方」・「借金」・「借高」・「所働」・

「ウケ」等の訳語をあててきた。また，独商法

の訳書でも，すくなくとも当時は同じ筆法で

債権を貸方と訳している事例がある。原始商

法における「貸方」・「借方」は，これらと同

じ用語法にもとついており，従って，明治初

年以来，伝統的に簿記用語として採用してき
　　デビット　　　クレヂ7ト　　　　　　　の　．　　　コ　　　　　　　　

た「借方」・「貸方」とは，その意義及び範囲

につきまったくかかわりをもたないものであ

る。この論点が，原始商法第32条（前掲）の解

釈にとって極めて重要な意義を有するもので

あることを，あらかじめとくに指摘しておき

たい。

　「貸方」とは，当方よりの貸すなわち債権

であり，「借方」とは，当方の借すなわち債

務であるというこの用語法がさらに拡張され
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た場合は，貸方とは債権をふくむ全資産であ

り，借方とは，債務をふくむ全負債（及び場

合によっては資本）であるというように用いら

れることがある。例えば，ロエスレル・商法

草案第1070条の説明では，「其貸方ノ欄ニハ

現金，商品，製造品，機械，其ノ他営業用ノ

器具，為替其他証券等ノ諸要求及不動産ヲ掲

クヘシ」とある。また，この種の用語法は，

現今でも，仏和・独和等の辞典にそのまま踏

襲されていることがある。例えば，山岸光宣

編「コンサイス・独和辞典」では，Aktivaを

資産・貸方と訳し，Passivaを負債・借方と

訳しており，丸山順太郎編「コンサイス・仏

和辞典」でも，同様にactifを資産・貸方と

し，passifを負債・借方と訳してv・る。なお，

八杉貞利編「露和辞典」では，「積極」を資産

・借方と訳し，「消極」を負債・貸方と訳し

ており，簿記的な発想にもとつく用語法によ

っていることは興味深い。

6．「動産不動産ノ総目録」及び

　「貸方借方ノ対照表」の解釈

　原始商法第32条（前揚）の第1項で明らかな

ように，　「動産不動産ノ総目録」（同条第2贋

ではこれを「財産目録」と称している）に記載す

べき事項は，当然のことながら動産（ef〔ets

mobiliers）及び不動産（effets　immobiliers＞

に限定されることから，結果的には物権以外

の財産権は悉く除外されることになる。同条

第2項「財産目録及ヒ貸借対照表ヲ作ルニハ

総テノ商品，債権及ヒ其ノ他総テノ財産二当
　　　　　　　　モトノマv
時ノ相場又ハ市場価直ヲ附ス」（傍点筆者）と

あることから，「財産」の目録にふくまれる

「財産」の範囲につき若干の別解釈の余地が・

あるようにも思えるが，条理解釈として最も

無理のない形では，第1項を文字通り解釈し

て，「動産不動産ノ総目録」（財産目録）とは，

物権的財産の総目録であるという理解が成b

立つ。



財産目録・貸借対照表制度の生成経過とその問題点

　このように解釈するとなれば，直ちに「貸

方借方ノ対照表」とは何であるかという問題

また，「動産不動産ノ総目録」とどのような

関連があるのか，という課題に直面すること

になる。　　　　　　　　　，

　財産目録が動産不動産及び債権・債務をふ

くむ総財産の目録であり，貸借対照表がかか
　　　　　　　　ビ　ラ　ン
る財産目録の「摘要表」であるという建前が

法的に明確にされたのは，明治32年（1899年）

3月法律第48号を以て公布された改正商法に

よってであった。　「商法修正案理由」は，こ

の点に言及して，次ぎのようにのべている。

　現行商法ハ財産目録二記入スヘキ事項ヲ動産

不動産二限ルト錐モ是レ狭隆二失シ物権以外ノ

財産権ヲ除外スルノ結果トナル故二本案ハ債権

債務其他一切ノ財産ヲ記入スヘキモノト改メタ

リ。……現行商法ハ財産目録及ヒ貸借対照表共

二之二記載スル各種ノ財産二其当時ノ価格ヲ附

スヘキモノト規定スルトモ貸借対照表ハ財産目

録ノ摘要ヲ掲載シ財産ノ状況ヲー目瞭然ナラシ

ムルモノニシテ……（商法修正案理由）

「改正商法」

第26条　動産，不動産，債権，債務其他ノ財産

ノ総目録及ヒ貸方借方ノ対照表ハ商入ノ開業ノ

時又ハ会社ノ設立登記ノ時及ヒ毎年一回一定ノ

時期＝於テ之ヲ作リ特二設ケタル帳簿二之ヲ記

載スルコトヲ要ス

　この修正理由なるものは，一見してまこと

にもっともなことのようではある。しかし，

筆者の考えはまったくこれと異なる。前項で

若干の実証史料を列挙しておいたとおり，明

滑23年の原始商法制定時以前から，とくに仏

法の「財産目録帳（livre　linventaire）」の制

度は，これを充分に消化してきているのであ

るから，原始商法の当事者（商法編纂局）が，

「修正案理由」のいうように，「物権以外ノ

財産権ヲ除外スルノ結果トナル」ような「財

産目録」を法定したと考えるのは，いかにも

不自然かつ浅薄な解釈ではないであろうか。

筆者の考えでは，そうではなくて，原始商法
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第32条を，次ぎのように解釈するのが正当で

あると思われる。

　すなわち，「動産不動産ノ総目録」これは

文字通り物権的財産の目録であり，「貸方借

方ノ対照表」に掲載すべきものは，原始商法

制定時以前からの法的慣用語に従って，貸方

つまり「債権」と，借方つまり「債務」であ

る。いいかえると，「貸方借方ノ対照表」な
　　　　　　　　　　　ビ　ラ　ン
るものは，財産目録の摘要表ではなくて，

「動産不動産ノ総目録」と「貸方借方ノ対照

表」を合体したものが，完全な（本来の）「財

産目録」（inVentaire，　inVentar，　inVentariO）

なのであり，第32条の規定は，財産目録及び
　　ビ　　ラ　　ン

その摘要表としての貸借対照表の規定ではな

くて，その実は財産目録の規定なのである。

第32条第1項の条文と，仏国原始商法・財産

目録規定の条文とは，訳語に先の法的慣用語

を用いると，おどろくほど近似している。こ

れは偶然の一致ではないと思う。既述の用語

を挿記して仏国・原始商法の財産目録規定を

示す。

　「スベテノ商人ハ6ヵ月以内二，スベテノ

　動産不動産及ビ債権（貸方）・債務（借方）

　ニツキ自署セル財産目録ヲ作成スベシ」

　以上のほか，「貸借対照表」なるものは，

商法でいう「貸方」つまり債権をふくめた全

資産と，「借方」つまり全負債を対照するも

のであるという解釈がある。これは，とくに

先掲のロエスエル・商法草案の第1070条から

推定しうる解釈である。さらに，経理実務に

圧倒的な影響のあったものとして，商法の曖

昧さとはまったく対照的に，総資産目録とし

ての内容をもつ財産目録の雛形を法定した明

治26年5月制定の銀行条例施行細則があった

ことは注意を要する。銀行財産目録制度の沿

革につv・ては，別項第11でのべる。

　筆者のような法文解釈は，今日の眼をもっ

てすると，突飛なもののようにも思われるか

も知れないが，原始商法制定に至る経緯から

推量すれば，このような解釈が最も自然で無
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理がない制度的な理解のように思われる。さ

らに，かかる法文解釈に類似した事例が，当

時全然なかったわけでもない。次ぎに参考の

ために商法制定直後に刊行された簿記書から

その一例を掲げよう。

・明治23年11月刊，磯村音介・斉藤軍八郎共

著「商法活用帳合之法」　　この書物に掲示

された財産目録及び貸借対照表並びにその解

説の一部を掲示すると次ぎのとおりである。

動産不動産ノ総目録

大阪市西区薩摩堀二丁目二番地

　　　　小川屋商店

　　　摘　　　　要

家屋敷，畳建具共

　右大阪市西区薩摩堀二丁目二番
　地所在　建坪二十一坪　地所一
　反二畝五歩

土　蔵　一棟地所共

現　金

貸金証書　一通

　右大津町字京町下村仙蔵へ明治
　二十三年六月貸渡明治二十四年
　六月末返済期限

為替手形　一通

　右大津町字今颪町　雨宮林蔵振
　出　同町加藤吉蔵宛　明治二十
　四年三月限

商用道具　五十一箇

家事用道具　二百六十箇

衣　類　百五十三点

夜具其他付属物　三十五点

　　円

1，350，000

貸
日
　
　
日

　
月
年
日
年
十

　
年
三
十
三
月

　
借
十
月
十
二

　
貸
二
六
　
二
十

借

　
日

年
一四
千
十
月
二
一

　
日

年
一四
十
十
月
ニ
ニ

貸借対照表
大阪市西区薩摩堀二丁目二番地

之　部

返済期限　　摘　要

二十四年
六月末

二十四年　雨宮林蔵へ
三月末　　但シ手形

　　　　　　合　計

之　部

　　　　　大和屋三平
三ケ月限
　　　　　より

　　　　　伊賀八蔵よ
六ケ月限
　　　　　り

　　　　　　合　計

　　　　差引貸付高

小川屋商店
円

下村仙蔵へ　500，000

450，000

950，000

350，000

500，000

800，000

500，000

450，000

85，500

180，000

238，000

86，500

合計4，190，000

明治二十四年二月十一日調製

　　　小川屋、加藤善助圃

　　　　　　くらべひよう
「貸方借方の対照表」

此帳面は他人との間に在る貸借のみを記入する

故に実際商人の身代が幾許あるやを知らんとせ

ぱ更に動産不動産総目録を併せて見ざる可ら

ず。（前掲書の解説の一部）

200，000

550，000

400，000

明治二十四年二月十一日調製

　　　小川屋加藤善助團
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　商法貸借対照表に関して，当時の簿記学者

の間では，相当の論議があったようであるが

その一端を知るため，とくに，つぎの資料を

掲示して参考に供する。

　　　　　　貸借対照表に就て

近来貸借対照表に関し簿記者間に起れる問題は

同表の借方を以て資産を示し貸方を以て負債を

示す簿記法上の慣例は商法の規定に衝突するも

のなるや否やの疑問なり而して甲論者は之を以

て絶対的に商法の規定に違犯するものとなし宜

しく貸方に於て資産を示し借方に於て負債を示

すべしと云ひ乙論者は両者の敦れを用ゆるも可

なりと云へり蓋し甲論者は商法の規定に於て貸

方とあるは資産を云ひ借方とあるは負債を云ふ

ものなるが故に仮令簿記法上に於ては借方に資

産を示し貸方には負債を示すべきものなるも之

を転倒せざるべからずと云ふものにして之に反

して乙論者は商法に規定せる貸借対照表は簿記

法上の同表と異り資本金勘定損益勘定を含まざ

るものなれば結局其性質の相違せるものなり而

して商法にては特に同表の形式を限定せざるに

依り簿記法上の慣例に依るも又資産を貸方に負

債を借方に記するも毫も差支なしと云ふにある

なり
　　　　　■　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　の　　　　　　　　　　　ロ　　　ロ　　　■　　　コ　　　コ　　　コ　　　’　　　ロ

余の意見は議論上にては乙論者の説を取り実行
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ロ　　　ロ　　　．　　　　　　　’　　　り　　　り　　　．　　　．　　　の　　　．　　　．　　　．　　　　　　　．　　　　　　　の　　　ロ　　　．　　　り

上に於ては甲論者の希望する処を取るにあり，

蓋し商法に於て使用せる貸方と云ふ文字は動

産不動産及び債権を示し借方と云ふ文字は債

務を示す丈に止まり簿記上の用語にて貸方借方

と云ふと雛も結局する処は普通の貸借の意義を

少し広めて動産物不動産物に迄適用したるもの

に過ぎざるが如しされば立法者の考にては貸借

対照表を以て単に動産不動産債権債務等の現状

を示さしむるにありて簿記法上の貸借の意義及

範囲如何に拘はらずと信ずるなり，故に甲論者

の云ふが如く簿記法上の慣例に従ふて調製せる

貸借対照表を以て全く違法のものとなすことを

得ざるなり，然りと雌も退て考ふるに既に商法

に於て貸方借方なる文字を使用したる以上は仮

令其貸借の意義は簿記法上に云へる貸借の意義

に非ずとするも一の貸借対照表に就き二様の貸

方借方を有するは甚だ煩はしぎことなれば甲論

者の目的とする処に従ひ資産の勘定に附するに

貸方を以てし負債の勘定に附するに借方を以て

するは甚穏当のことなるべしと考ふるなり。

元来貸借対照表は資産負債表なり，されば泰西

の簿記書にて元帳の帳尻を集めたる表を称して

Statement　of　Resources　and　Liabilitiesと称

し又各会祉の決算報苦にはAssets或はResou－

rces（資産の部）Liabilities（負債の部）の文字

を用ひ貸借の文字を用ひざるなり，殊に彼国に

ては簿記上の貸借にDebit，　Creditの丈字あ

るに依り普通の貸借と誤解するが如きことなし

と錐も我国に於ては簿記上の貸借も普通の貸借

も同一一3（字なるを以て簿記を知ざるものは之を

誤解するの虞あり，されば貸借対照表の如ぎ他

人に示すべきものには泰西の如く資産負債の文

字を用ひ貸借の二字を除くを以て最も穏当のも

のなりとするに依り余は商用簿記独学に於て資

産負債表として説明したりし訳なれども既に商

法に於て貸借対照表の文字を用ひ且貸方借方を

設くべきことを規定したるなれば宜しく同書に

示せる資産負債表に従て貸借対照表を作り資産

の部を貸方とし負債の部を借方とすべし，是実

に誤解と煩労を避るの途なり。

騰3i翻轟野騒）

　著者綾部氏の解釈には，筆者にとってその

まま肯定できかねる点もあるが，当時の学者

の論争点につき，ほぼその問題の所在を推知
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するに足るものと思う。

　また，とくに商法貸借対照表と，簿記法上

作られていた資産・負債・資本の期末在高報

告書との関係について，つぎのようにのべた

書物がある。この記述には，一見して明らか

な法文理解の上の誤りがあり，また筆者にと

って肯首し難い点も多いが，参考のために掲

げる。

　・明治29年6月（4版），藤村栄之助著「商

用簿記学原論」

　貸借対照表ヲ作ルノ手続ハ資産負債表ノ

　金額ヲ悉ク謄記シ而シテ其貸ト借ノ金額ヲ

　対照平均セシメテ貸借対照表トナス　各会

　社ニアリテノ・商法第218条の規定ニョリ1

　ケ年1回又ハ2回貸借対照表及財産目録

　（資産負債表ノ資産ノ欄ニアル金額ヲ悉ク謄記シ

　テ以テ財産目録トナス）及損益勘定ヲ公告ス

　可キノ義務アルヲ以テ年度ノ前後ノ結算ヲ

　終ルヤ各会社及銀行ハ新聞紙二公告シ以テ

　自家ノ確実ナルヲ示シ併セテ社会ノ信用ヲ

　招カントセリ

　　　　　　　　　（補説）

　原始商法と改正商法とで，「貸借対照表」

の理解の仕方につき，大きな質的な変化がみ

られることは，すでに，再三のべてきたとお

りである。大陸商法との関係で，この間の事

情を解明することは，筆者に残されたひとつ

の課題である。ここで漸定的なひとつの推論

をのべることが許されるとしたならば，筆者

は，つぎのように考えたいと思う。すなわち

原始商法第32条（前項4に掲載）は，フランス
　　　　　リ－ブル・ラソバンテ－ル
原始商法の財産目録帳規定（前項4に掲載）を

うけたものであり，改正商法第26条（前項6

に掲載）は，1897年（明治30年すなわち，わが国

の商法改正の2年前）に改正された独乙改正商

法第29条（前項4に掲載）を継承したものでは

ないか。目下のところ筆者は，このように推

定している。詳細な考証は他日を期したい。
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7．原始商法における
時価評価規定とその影響

　原始商法第32条第2項では，財産目録及び

貸借対照表の評価基準として，　「当時ノ相場
　　　　モトノママ
又ハ市場価直を」採用した。

　明治初年以来，わが国の実務（西欧も同様）で

は，時価を付した財産目録の存在しないこと

はもとより棚卸表の上でも，伝統的には「歴

史的原価」（historical　cost，取得原価）にょる

のが原則的な取扱いとなってきたのである。

　例えば，先掲書「簿記法原理」では，次ぎ

のようになっている。「原価ヲ以テ商品ノ店

卸目録ヲ作ルハー般商家ノ仕来リニシテ蓋シ

亦正当ノ方法ナリ」と。但し，一部には，藤

井改造著「普通商用簿記手引草」（明治20年4
　　　　　　　　　　　　　モトノママ
月刊）のように，「商品ノ如キ相庭二浮沈アル

モノハ時価ヲ以テ算入スベシ」とするものも

あったが，一般には，歴史的原価基準によっ

ている。

　しかるに，商法の時価基準の採用は，当時

の実務の上にも若干反映するところがあり，

また簿記書の上でも，時価による「棚卸目録」

の作成を説明するものがあらわれたという事

情は，注目に値する。すなわち，

　明治23年（1890年）11月大蔵省令達「普通銀

行営業報告書雛形」では，次ぎのように，期

末決算における資産時価評価の手続が定めら

れている。

　「所有諸公債地金銀営業用地所建物ノ見積

時価ヲ算出シ然ル後之ヲ各自ノ勘定ニー旦売

却セルモノノ如ク記入シ之ガ売却損益ヲ現ハ

シ其見積時価ヲ次期二繰越スヘシ」。　いうま

でもなく，実質的には未実現の評価損益とみ

るべきものが，この種の帳簿操作により，表

面上は実現した売却損益の形をとることにな

っている。

　また，明治29年10月刊，勝村栄之助著「商

用簿記学原論」では，「棚卸目録（筆者注・決
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算棚卸表）」の「記入定則」として，次ぎの2

つの原則を掲げ，詳細に時価評価の手続をの

べている。その一部を次ぎに掲示する。

　　　　　　棚卸目録記入定則

第1法　元帳二記載ナクシテ受払ヲ要ス可キ勘

　定ノ時価

第2法　元帳二記載アル勘定ニシテ其時価ト差

　アル場合二於テ其時価

　棚卸目録・此帳簿ハ期末又ハ月末＝於テ結算

ヲナスノ際之ヲ製シ売残商品什器及ヒ仕払利子

受取利子又ハ前払ヲナシタル借家料同保険料等

債権債務ヲ問ハス資産負債ノ別ナク凡テ元幌二

記入ナキ残リ勘定又ハ元帳二記入アルモノニテ

モ時価二差アル勘定ハ悉ク之ヲ記入シテ時価ノ

調査ヲナシ而シテ損益表及ヒ資産負債表ヲ作ル

ノ準備トナス可シ

8．原始商法・「貸借対照表」

　　に関する学説の批判

　原始商法の貸借対照表は，英国式の貸借対

照表様式を採用したものであるという高名な

会計学者某氏の説がある。すなわち，「如何

にして貸方資産・借方負債及び資本なる非会

計的のイギリス式形式が採用されるに至った

か頗る理解し難い」のであるが，「我国に於

ても明治初年の旧商法がこの形式を採用した

ことは其の破算編の条文によって明らかであ

る」と。英国式の形式は，「資本主」を主格

とする「貸・借」の関係に立脚した勘定式（ac－

count　form）の貸借対照表であり，「勘定」

を主格とする「貸・借」の関係に立脚した一

般式（大陸式）とでは勘定式の様式における左

右の位置が逆である。業氏が，英国式をとく

に「非会計的」なりと断定する論拠が全く不

明で，筆者にとって頗る理解し難いが，この

点はさておき，既述の筆者の論旨及び史料か

らみて，某氏が原始商法第32条を正当に理解



財産目録・貸借対照表制度の生成経過とその問題点

していないことは，もはや多言を要しないで

あろう。さらにもっと素朴・単純な質問とし

て，日常，われわれ教師が学生諸君からうけ

るものに，つぎのような意味の質疑がある。

「資産は借方項目であり，資本・負債は貸方

項目であるから，『資産』と『負債・資本』

との対照表であるのならば，貸借対照表では

なくむしろ『借貸対照表』なのではないか」

と。これらの考え方は，先掲の会計学者某氏

の説をふくめて，いずれも一知半解のそしり

をまぬがれぬ。ここで，とくに次掲の事項を

強調しておきたい。

α）貸借対照表という用語は，元来，商法用

　語として生まれたものであって，会計用語

　としての　Balance・Sheet，　Statement　of

　Assets　alld　Liabilities，　or，　Statement　of

　Affairs等の訳語ではなv・。原始商法の制

　定時以前に，一般に採用されていたこれら

　の訳語に，「平均表」「資産負債表」　「半

　季実際報告（国立銀行）」「実際年報表」「有

　物負債表」「本財借財正算表」「有物負債

　平均表」等々があり，商法制定以後では，

　折衷的な「資産負債対照表」という名称を

　用いた例もあった。

Kv）原始商法の貸方・借方とは，本来的な意

　味では，債権及び債務を意味し，原始商法

　における「貸方借方ノ対照表」もしくは，

　「貸借対照表」なるものは，財産目録の一

　部であると理解するのが正当である。

kx）明治32年改正商法以降，貸借対照表が，

　資産・負債・資本の在高報告書であるとさ

　れた揚合でも，表面的にみると，いわゆる

　英国式の様式のものがあったが，これは，

　英国の報告実務とは全く関係がない。商法

　の貸方・借方との調整を図り，かつ，「一

　般の眼をもって観察しうべき」様式に妥協

　した結果の産物であった。貸付金（資産）を

　「借方の部」に，借入金（負債）を「貸方の

　部」に掲示することは，一般入の財務表に

　対するそのullderstandability（理解能力）に
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必ずしも適合するものとは思われなかった

のである。このような点に対する配慮は，

公表貸借対照表の上では，とくに眉立った

現象であった。この点は次項でまとめての

べる。

9．公表貸借対照表の表示様式の混乱

　原始商法の制定以後，とくに明治32年改正

商法以後は，諸会社の期末決算報告書中の資

産負債及び資本の在高計算報告書には，一般

に，「貸借対照表」という名称が用いられる

ようになっていったが，従来複式簿記の勘定

帳簿に直結して調整されてきた「資産負債表」

と商法「貸借対照表」につき若干の理解の混

乱を伴なったことは，やむを得ないところで

あった。そして勘定帳簿を誘導して作成する

在高計算報告書にも貸借対照表という名称が

一般化してきたのであるが，同時にまた，つ

ぎの事情によりその表示様式，就中公表の貸

借対照表の様式に統一を欠くような傾向をみ

せている。その事情とは，

（d）商法における「貸方」及び「借方」の用

　語法に基因する事情。

（ロ）例えば，　「貸付金」を借方の部（側）に，

　「借入金」を貸方の部（側）に掲示するとい

　う簿記の勘定を主格とした様式が，必ずし

　も容易に一般普通人の眼をもって観察しう

　べき様式ではなかったという事情。

このふたつである。

　とくに，（ロ）の事情は，商法制定時以前にも，

わが国の国立銀行の財産の在高計算書の様式

についてとくに考慮されたという実際的な経

験があった。その大略を示すと，次ぎのとお

りであった。

α｝明治6年（1873年）12月刊「銀行簿記精法」，

　この書物に例示されている香港上海銀行の

　財産在高計算報告書（statement　of　assets

　and　liabilities）は，同行が英国系銀行で

　あるにもかかわらず，一般式の様式となっ
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　ている。おそらく，精法の編訳者の配慮に

　よるものと推定される。

（ロ）明治6年制定の「国立銀行定期報告差出

　規則」では一般式である。

の　明治8年（1875年）下半期の第一国立銀行・

　第四国立銀行の場合は，表面的にみれば英

　国式となっている。

〔二）明治9年（1876年）上半期第一国立銀行の

　揚合，同年第五国立銀行の第5回報告の場

　合，いずれも表面的にみれば英国式であ

　る。

〔ホ）明治10年（1877年）制定の「国立銀行報告

　差出方規則」では，表面的にみれば英国式

　である。，

（べ　明治14年（1881年）横浜正金銀行の場合は，

　一般式である。

｛ト｝明治17年（1884年）刊行の「銀行簿記例題

　解式」（大蔵省刊）では一般式である。

（f）明治26年（1893年）5月に制定された銀行

　法施行細則雛形では，一般式を採用してい

　る。

　以上のように，英国銀行経理の強い影響下

にあった国立銀行の場合でも，必ずしも英国

式が採用されたわけではなく，また，表面上

の様式が英国式となっている揚合でも，これ

は，英国における実務慣行の直接的な影響に

ょるものではない。もっぱら先掲の「一般の

眼を以って観察し得べき」様式への配慮に基

因しているのである。

　明治38年（1905年）版の「銀行通信録」に公

告されている各事業会社の貸借対照表につい

てみるのに，次掲のような，さまざまな型の

ものがある。

（i）伝統的な一般式のもの

　　　　　　　　　　　　　　　（その1）

（その2）

負
債
之
部

　
負
　
　
債

　
資
　
　
本

資
産
の
部

　
何
　
　
々

t

（ii）商法型のもの

借
方
之
部

負
　
債

資
　
本

貸
方
之
部

　
資
　
　
産

（iii）折衷型のもの

（その1）

　　　資
何　　産
　　　之
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負
債
之
部

負
　
債

資
　
本

（その2）

借
方
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　　　　　貸
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　　　　　之
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（その3）
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資
　
　
産

　
何
　
　
々

借
方
之
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負
　
債

資
　
本

10．原始商法と改正商法との断層

貸
方
之
部

　
負
　
　
債

　
資
　
　
本

借
方
之
部

　
資
　
　
産

　原始商法は，既述したように，その一部解

実施されたのみで，明治32年6月には，破産

編を除く全面的な修正によって，改正商法が

制定された。現今の商法の母法となったもの

がこれである。

　原始商法は仏法関係者がその主流を占めて
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いた商法編纂局の手になるものであったのに

対して，改正商法は独法関係者を中心とする

法典調査会の手になるものである。

　この原始商法と改正商法とでは，種々な点

で相異が目立つのであるが，本論文では，と

くに，次ぎの2点を究明しておきたい。

　1イ）貸借対照表の理解の仕方につき。

　回　　「計算書」の理解の仕方につき。

　㈲の点については，すでに’（前項6）で詳述

したから，ここでは端的に結論だけをのべ

る。すなわち，原始商法では，貸借対照表

（「貸方借方ノ対照表」）は財産目録（「動産不動産

ノ総目録」）とともに，完全な財産目録の一部

を構成するものであり，両者を合併したもの

が真の意味の財産目録であると解されるのに

対して，改正商法では，「財産目録」に債権・

債務を包摂するように改正されており，又同

時に，その摘要表としての貸借対照表を規定

しているのである。

　回の点については，原始商法第218条と改

正商法190条・192条の全文を併記し，かつ，

「修正案理由」に示されている修正点を示し

私見をのべてみよう。

（原始商法・第218条）　会杜ハ毎年少ナクト

モ1回計算ヲ閉鎖シ計算書，財産目録，貸借対

照表，事業報告書，利息又ハ配当金ノ分配案ヲ

作リ監査役ノ検査ヲ受ケ総会ノ認定ヲ得タル後

其財産目録及ヒ貸借対照表ヲ公告ス其公告ニハ

取締役及ヒ監査役ノ氏名ヲ載スルコトヲ要ス

（改正商法・第190条）　取締役ハ定時総会ノ会

日ヨリ1週間前二左ノ書類ヲ監査役二提出スル

コトヲ要ス

　1　財産目録　　4　損益計算書

　2　貸借対照表　5　準備金及ヒ利益又ハ利

　3　事業報告書　　　息ノ配当二関スル議案

（改正商法・第192条）取締役ノ・第190条二掲

ケタル書類ヲ定時総会二提出シテ其承認ヲ求ム

ルコトヲ要ス

取締役ハ前項ノ承認ヲ得タル後貸借対照表ヲ公

告スルコトヲ要ス

75

　以上の条文を比較してみて，まず気がつく

ことは，第1に，改正法では，財産目録公告

の義務が免除されていることであるが，この

点につき，　「修正案理由」では，「財産目録

ハ浩溝二亘リ之ヲ公告スヘキモノトスルハ苛

酷二失スル」　（「商法改正理由」第192条・商法修

正案）とのべている。この点につき私見では

疑義があるが，この論文ではのべない。第2

の改正点は，改正商法・計算書類中の第4号

「損益計算書」であるが，この点につき「修

正案理由」では，原始商法（旧商法）第218条で

「計算書」とあるものが，「損益」の「計算

書」であることは疑を容れる余地がないから，

この改正では，損益計算書と改めた旨を明ら

かにしている。

　上の第2の改正点は，「修正案理由」のと

おり受けとってよいものであろうか。筆者に

は疑わしいように思われる。以下その理由を

明らかにしたい。

　損益計算書という名称そのものは，改正商

法以前には，必ずしも一般的ではない。筆者

の推定では，この用語は，おそらく，明治初

年以来最も一般的であった「損益表」という

名称と，商法の「計算書」という名称とが，

改正商法の上で合成されたものと思われるが

問題は，このような名称の如何ではない。問

題は，原始商法の「計算書」（官版・英文商法

ではstatement　of　the　accountとなっている）と

は何であるか，ということである。「修正案

理由」のいうように，それが損益の計算書な

のであろうか。果して然らば，「計算書」す

なわち「損益計算書」を，会社の計算書類の

冒頭に第1号として掲示している原始商法・

第218条は，商法の法理念に照して果して不

自然ではないであろうか。私見を端的にのべ

るとつぎのとおりである。原始商法・第218

条の冒頭に掲示してある「計算書」とは，帳

簿に直結し，これを誘導して作成する「財務

諸表」を意昧するものである。従って，複式

簿記法を採用している場合では，まさに，
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balance・sheet（「貸借対照表」）及びprofit　and

loss　statement（「損益計算書」）等の財務諸表

を指すものである。また，複式簿記法を採用

してv・ないと仮定すれば，例えば，charge

and　discharge　statementのようなものを考

えてもよいのである。このように解釈するの

が妥当である。既述の「貸方借方ノ対照表」

の解釈を加味して，法第218条を筆者なりに

解釈すると次ぎのようになる。

1

2

3

」
4
F
O

「計算書」（但し，複式簿記を採用）

　　　　　　バラソス．シ　ト
　　　　　1貸借対照表
　　　一國一＼積フ塞講籍ステート”ト

事業報告書
処　分　議　案

　改正商法の「修正案理由」が，「明治23年

商法第218条には単に計算書と日ふと錐も其

の損益の計算書を指すものなること疑を容れ

ざるをもって，本条はこれを改め損益計算書

となしたり。」とのべているのは，すくなく

とも，法的にみてつじつまの合わぬ解釈であ

り，さらに，原始商法・「計算書類」の体系

からみても正当な解釈ではない。

　以上に指摘した所からみても，原始商法と

改正商法との間には，本質的な理解の断層乃

至認識上の大きな飛躍を認めることができる

と思われる。

11．銀行財産目録制度の沿革

　明治23年8月法律第72号によって，いわゆ

る「私立銀行」並びに「銀行類似会社」に関

する法規として，かねて懸案の「銀行条例」

が制定された。同条例は全文11条よりなるも

のであったが，その第3，4条に次の規定があ

った。
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　第3条銀行ハ毎半箇年営業ノ報告書ヲ製

　　シ地方長官ヲ経由シテ大蔵大臣二送付ス

　　ヘシ

　第4条　銀行ハ毎半箇年財産目録貸借対照

　　表ヲ製シ新聞紙其他ノ方法ヲ以テ之ヲ公

　　告スヘシ

　ついで，明治26年5月に省令第7号により，

「銀行条例施行細則」が発布され，この細則

によって，「営業ノ報告書」の調製に際して

準拠すべき附属雛形が定められ，その第6号

書式・第11号書式によって，総資産目録とし

ての内容をもった「銀行財産目録」の雛形が

法定されることになったのである。

　銀行財産目録を解説して，施行細則・（備

考）は，次のようにのべている。

　「財産目録ハ，決算当日二於ケル銀行ノ現

在資産ノ数量価格等ヲ示スモノニシテ本店並

二各支店ノ分ト本支店ヲ合シタル分ト各別二

調製スヘシ」

　銀行財産目録について，とくに注目すべき

点をあげると，次ぎのとおりである。

　（d）商法「動産不動産ノ総目録」（財産目録）

　　が，不完全な物権的な資産目録であるの

　　に対して，銀行財産目録は，完全な総資

　　産目録であること。

　｛ロ）銀行財産目録は，「負債」（消極財産）を

　　ふくまないこと。従って完全な意味での

　　財産目録ではないこと。

　？・）上掲のように，施行細則によって，そ

　　の雛形が示されていること。

　〔二）新聞紙その他の方法で公告することが

　　義務づけられていること。

　｛ホ】毎事業年度の「営業報告書」として，

　　貸借対照表・損益表とともに，大蔵大臣

　　に提出する計算書類のひとつであるこ

　　と。

　銀行財産目録の「雛形」（第6号様式のものを示

す。第11号様式のものは，同じ内容のもので縦書と

なっている。）を示すと，次ぎのとおりである。
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財産目録（第六号）

明治何年在月昇加

種 剰摘 要i金額
貸付金証書
当座預金貸越
割　引　手　形

荷為替手形
国　債　証　券

地方債証券
他　店　へ　貸

営業用地所
営業用家作土蔵

営業用什器
払込未済資本金

金　銀　有　高

合 計

三　十　通

二　十　口

三　十　枚

十　五　枚

券面七千円

券面二千円

何　箇　所

三　百　坪

三棟建坪七十坪

金匝外何点
現株主三十名株式二二

千株　又ハ社員幾名

29，gooiOOO

1，300層 O00

51，471；000

4，300000

5，506iOOO

2，000000

29，5241000

　80σ000

1，200、000

　250：000

50，0001000

35，987000

212，238：000

　曜何嘉鴫
　　　　　　　　何　銀　行　團

（筆者注）　財産目録は，一定時点の静態表である

　から，この雛形の頭書日付（明治何年六月三十

　日～十二月三十一日）は正しくない。

　明治6年，国立銀行創業以来，草創期のわ

が国会計制度の発展に，指導的な役割を果し

てきた銀行会計の領域で，わが国で最初の，

そして，唯一の「財産目録」（正しくいえば，

「総資産目録」）の法定雛形が定められたこと

は，まことに画期的なことであった。その影

響の大きかったことはいうまでもない。

　大蔵省は，先掲の条例第4条の「公告」を

督励する主旨で，「明治29年1月省達第149

号」により，各地方長官あてに，次ぎの布達

を行なっている。

大蔑省達第149号北海道庁府県（沖縄県
ヲ除ク）私立銀行ノ財産目録貸借対照表ノ儀ハ

銀行条例第4条ノ規定ニヨリ公告スヘキハ勿論

ノ処万一右ノ手続ヲ為サス自然等閑二付スルニ

於テハ不都合二候条此際一層注意ヲ加へ客年下

半期ノ分ハ勿論向後ハ渾テ公告ヲ為シタル新聞

紙ヲ差出サシムヘシ
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　この布達は明治31年12月に廃止されたので

あるが，その事情について，明治財政史（第

12巻）は，次ぎのようにのべている。

「銀行設立爾来日ヲ逐フテ増加スルニ及ンデ

仮令各銀行ヲシテ其財産目録，貸借対照表等

ヲ広告シタル新聞紙ヲ呈出セシムルモ精密ノ

調査ヲ逐クル克ハサルノミナラス爾来政府監

督ノ精神モ稻々徹底シテ又新聞紙ヲ呈出セシ

ムル必要ナキニ至リシヲ以テ明治31年12月13

日大蔵省達第3，491号ヲ以テ前記布達ヲ廃止

セラレタリ」（同書694頁）

　銀行財産目録の公告に関する布達の廃止さ

れた翌年，明治32年3月には，商法に一部改

正が加えられ，「財産目録ハ浩溝二亘リ之ヲ

公告スヘキモノトスルハ苛酷二失スル」（「商

法改正理由」第192条・商法修正案）との理由で，

法218条で株式会社に課せられていた「公告ユ

義務は，財産目録に関する限り廃止されるこ

とになった。銀行条例第4条は，商法の財産

目録及び貸借対照表の公告義務に関する規定

に準拠して設けられたものであったから，明

治32年の商法の一部改正によって，前掲第4

条中の「財産目録」を削除するという修正が

加えられ，銀行財産目録の「公告義務」が廃

止されることになった。かくして，明治33年

1月の銀行条例の改正によって，銀行は財産

目録公告の義務をまぬがれることになったの

であるが，「銀行条例施行細則（第1次明治

26年5月，第2次明治32年6月に制定）で大蔵大

臣に提出する計算書類中には，財産目録がふ

くまれていた。ところが，明治33年1月の条

例改正の直後，明治33年3月大蔵省令第3号

によって，「銀行条例施行細則」の一部に重

要な改正が加えられ，極めて注目すべき措置

がとられた。

　すなわち，明治26年5月に同施行細則が制

定されて以来，一貫して，大蔵大臣に提出す

る「営業報告書」の一部として，調製・提出

することを命じられていた「財産目録」が，

この改正によって，削除されたことである。
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　かくして，明治23年8月制定の「銀行条例」

第4条による財産目録公示の義務は，明治33

年1月の改正によって削除され，さらに，明

治26年5月の「銀行条例施行細則」によって

雛形が定められ，「貸借対照表」並びに「損

益表」とともに，大蔵大臣に提出することを

義務づけられていた「財産目録」は，先掲の

公告義務の廃止に後れること僅か2ヵ月の明

治33年3月に至って，その提出義務を削除さ

れることになったのである。

　爾来，大正5年5月制定の「銀行条例施行

細則」においても，また，昭和2年11月制定

の「銀行法施行規則」においても，同様に，

毎事業年度業務報告書中には，「財産目録」

はふくまれていない。従って，今日，銀行財

産目録の調製は，株式会社たる資格によって

商法がその作成・備付を銀行に義務づけてい

るだけである。

12．要約と結論

　明治初年以来，外来の複式簿記法を基調と

1して次第に完備した姿をととのえるようにな

っていった国立銀行統一会計制度と官庁会計

制度とは，ともに強力な推進者となって，当

時新興の諸会社の経理をはじめとして着実に

ひろく企業会計制度の近代化をおしすすめて

いった。明治中期に至るこの十数年間こそは

わが国における企業・非企業をふくめたひろ

く会計制度近代化の草創の時代であったとみ

ることができるのである。そして，とくに重

要なことは，この時期を通じてわが国の「企

業会計制度」は，英米系統の経理体制の圧倒

釣な影響下にあったという事実である。

　明治23年（1890年）4月，フランコ・ジャー

マン法〒 i大陸商法）の直接的な影響をうけたわ

が国で最初の商法（便宜上，本論丈では「原始商

怯」という）が制定されたが，ここに，大陸系

商法の継承を通じて大陸系統の経理体制が新

元に移植されることになったので，ここに，
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従前から支配的であった英米系統の経理体系

と，新たな原始商法を媒介とする大陸系統の

経理体系との両者の混交がおこり，とくに明

治末葉までの過渡的時期においては，種々な

混乱が生ずるに至った。その焦点に立ったも

のは，いうまでもなく，商法・「財産目録制

度」である。英米の実務慣行並びに法制度の

もとでは，会計の報告領域における総財産の

目録を欠いている。従って，原始商法制定以

前のわが国の企業会計制度のもとでは，会計

の計算・記録の領域において，「決算棚卸表」

という部分的な財産目録（「店卸目録」その他の

名称のもの）を調製することはあっても，報告

領域においては網羅的な財産の総目録はいう

までもなくまったくこれを欠いていたのであ

る。また，資産・負債及び資本の期末在高計

算報告書を，複式簿記法にもとつく勘定帳簿

を誘導して作成した場合，この種の報告書を

「平均表」・「資産負債表」・「実際年報表」・

「半季実際報告」・「本財借財正算表」等と称し

ていた。いうまでもなく，今日では一般に，

この種の在高報告書のことを「貸借対照表」

と称している。この用語は，原始商法で採用

された名称であるが，とくに重要なことは，

原始商法における「貸方借方ノ対照表」　（貸

借対照表）なるものは，現今のいわゆるBa－

lance－Sheet，　or，　Statement　of　Assets　and

Liabilities，　Capital　Statement，　State1皿ent

of　Fillancial　Position，　Position　Statement，

等に相当するものではなかったという事実で

ある。

　本論文において，実証史料を提示して詳細

に分析したように，原始商法における「貸方

借方ノ対照表」とは，「貸方」（当方よりの貸）

すなわち「債権」と，「借方」（当方の借）すな・

わち「債務」の対照目録であるとするのが，

すくなくとも原始商法の法的解釈としては，

最も本源的な理解であるといってよい。すな

わち，原始商法・貸借対照表なるものは，同

商法の「動産不動産ノ総目録」とともに，完



財産目録・貸借対照表制度の生成経過とその問題点

全な財産目録の一部を構成するものである。

換言すればこの両者を合体したものが，完全

な財産目録であり，従って「動産不動産ノ総

目録」及び「貸方借方ノ対照表」を規定した
　　　　　　　　　　　　　　ビラ　ソ
法第32条は，財産目録とその摘要表たるい

わゆる貸借対照表に関する規定ではなく，そ

の実は，財産目録（完全な）に関する規定，即

ち，1673年の仏商法以来，大陸法の基幹をな

したIivre　1’inventaire　r財産目録帳」に関

する規定を継承したものであると理解せねば

ならぬ。

　財産目録とは動産不動産のような物権的財

産のみならず債権・債務をも包摂するもので
　　　　　　　　　　　　　ビラ　ソ
あり，また，貸借対照表はその摘要表であると

いう建前が，法的に明確になったのは，明治

32年（1899年）の改正商法においてであった。

原始商法とこの改正商法との間では，その法

的理念においてもまたその解釈においても，

大きな断層があり認識上の大きな飛躍があ

る。この間の事情を解明し，当時の研究家及

び実際界の理解の仕方を検討し分析すること

はわが国の財産目録制度の生成及び展開過程

の研究にとって，とりわけて重要である。こ

の論文は，実証的史料にもとついて，これら

の事情を解明し，大陸商法の継承による財産

目録制度のわが国におけるその特異な展開過

程を分析しようとこころみたものである。

　明治23年原始商法の制定時以前から，複式

簿記を基調とし，誘導法によって作成されて

きた「資産負債表」の実務と，商法（とくに

明治32年の改正法）・貸借対照表との調整問題

は，当時の学者・実務家にとって，最も苦心

の存するところであったが，明治末葉頃まで

の過渡的時代におけるその動向も，この論文

では取扱っておいた。また，実務の面で，そ

の影響の大きかった銀行財産目録（その内容

からいえぱ総資産目録）の沿革については，　と

くに別項を設けて概説した。

　大陸系商法を継承したわが国財産目録制度

は，原始商法の立法当事者の意図が十分に理
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解されないままに（あるいは，立法当事者にも

その意義が充分に徹底しないままに），甚だ曖昧

な形で発足しており，しかも，当時いち早く

法定された銀行財産目録の雛形は，総資産目

録としての内容をもったものであったがため

に，いっそう実際界での混乱は甚しかった。

　財産目録の公告義務は当初は，とくに商法

公告規定を継承した銀行条例第4条の遵守を

督励する主旨の通達（前掲11）にもみられるよ

うに，その励行が一般に強く行政指導されて

きたのであるが，明治31年（1898年）12月には

銀行条例におけるその公告義務が廃止され，

つづいて翌年には商法の改正により，「財産

目録ハ浩溝二亘リ公告スヘキモノトスルハ苛

酷二失スル」という理由で，株式会社に課せ

られていたこの公告義務は，全面的に廃止さ

れている。「浩溝二亘ル」ほど充実した財産

目録を作成する会計慣行が当時すでに出来上

o．ていたとは，到底考えられない。先掲の銀

行財産目録の雛形（前掲11）をみても，その記

載事項から推して，浩灘な財産目録が作られ

ることは，おそらく期待できぬといってよい

と思う。周知のように，昭和37年の改正商法

では，株主総会に提出する「計算書類」のう

ちから，その第1号「財産目録」が除外され

ることになっている。そしてこの改正は，財

産目録がその内容からみて，株主総会におい

て審議することが不適当であるという配慮に

よるものであろう。しかし，今日まで，公告

義務の遂行に不適当なほどの「浩欝」な財産

目録，そして，株主総会における審議が不適

当と考えられる程の明細な財産目録，いいか

えると，まさにその名に価するような「財産

目録」なるものが，果して，わが国の場合に

現実に作成されたことがあったであろうか。

いうまでもなく，その答えは「否」である。

商法規定は，この財産目録条項に関する限

り，当初から今日まで，完全に空文化されて

きた。財産目録制度が，商法条文の字づらの

上だけに，僅かにその命脈を保ってきたとい
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う現実は，わが国会計制度の発展史的な研究

にとってはもとよりのこと，その現状分析的

乃至その展望的な検討にとっても，同様に，

極めて重要な意味をもっているといわねばな

らぬ。筆者がこの論文において，とくにこの

制度の生成並びに展開の過程を解明しようと

こころみたゆえんである。

　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
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